
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 23年度 小水力発電導入に関する簡易調査支援事業 

 

 

報 告 書 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 24年 2月 
 

新潟県 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

無断転載・複製禁止 新潟県 



第１節 モデル検討の手法 

 
１. モデルの概略検討手法 
 
マイクロ水力発電施設に関する設備の選定におけるポイントは，大きく以下の３つが挙げられる。 

 流量 （使用流量，流量の変動の状況など） 
 落差 （有効落差，落差の変動の状況） 
 設置場所の条件 （水路の運用による特徴，水路(落差工)などの構造物等） 

 
マイクロ水力発電施設として，その概略を検討するには，上記３つのポイントを明確にするため，次の

５点の確認項目について，検討を進めることとなる。 
 

【 概略検討の確認項目 】 

1. 流況の分析，および発電使用水量の検討 
2. 落差の検討 
3. 適用する水車型式の選定，および水路ルートの検討 
4. 発電規模，および発電電力量の想定 
5. 工事費，および事業費の概算額推定 

 
これら５点の確認項目のうち，前半３項目は相互に影響し合う内容であり，検討の推移により変更が

必要となることも多いため注意が必要である。各点の内容は以下のとおりである。 
 

 
 流況の分析，および発電使用水量の検討  

 
マイクロ水力発電を実現する際，発電設備に最も影響を与えるのが，水の流れる状況「流況」であ

る。 流況の把握は発電計画の立案の最重要事項の一つであることから，存在する様々なデータを

用いて『流況曲線図』を作成する。流況曲線図は一年３６５日各日毎の平均流量を図にて表したもの

である。 
作成した流況曲線図より当該地点の流況を把握し，実際にマイクロ水力発電施設に使用する水

量を策定する。使用水量は，ただ単に最大値を選択するのではなく，その流量での発電運転時間が

最大になる組み合わせを検討しながら選択することが肝要であると共に，この後選定する水車型式

による適用流量範囲も大きく影響する。 
 
 

 落差の検討  

 
落差は，マイクロ水力発電に供する水の上流水面と下流水面との高低差である。これから損失水

頭値を引いたものが有効落差となる。なお，既存の水インフラを活用するマイクロ水力発電施設の場

合，水車選定および水路ルートの検討により，大きく落差が変更することもある。 
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 適用する水車型式の選定，および水路ルートの検討  

図１ 水車選定図 （出典：東京発電株式会社） 
 

水車選定により，流量または落差に変動が出る場合には，前項および前々項まで戻って検討を行

うこととなる。また，適用水車の型式により導水路（水路ルート）の選定・検討も実施する。導水路のル

ート選定は極力設置工事費を抑えることや発電規模へ与える影響等を加味しながら検討する。 
また，開渠構造の導水路や上流水路を考える場合，水分を含んだ雪塊が水車に進入しないように

する等，積雪に対する考察・検討も大切である。 
 
 

 発電規模，および発電電力量の想定  

 
水力発電の基本公式を用いることで，以上の３項目（流量，落差，水車型式）から，当該発電設備

の発電規模（発電機出力）を算出することが可能となる。しかし，基本公式にある「効率（水車と発電

の総合効率）」は，３項目が影響し合うことで変化することとなり一律ではない。過去，小水力発電設

備に用いる水車は，その流量や落差（さらに，水の変動要因）からも中小水力発電のダウンサイジン

グ版であることが多く，その総合効率も 65％から 75％程度で判断して差し支えなかったが，近年で
は設備投資額と効率を比較し，敢えて効率を求めずに(比較的)安価に設備構築を実現する手法も
増加していることから，総合効率は一概に定数で表せない状況にある。 

 
併せて一年間における発電電力量の算定を実施する場合においても，複数年間の流量測定記

録を根拠として算定し，初めて正確な想定が可能となるが，そのような記録を所持している候補地点

は「稀」であり，概算から推定し想定することが多い。 
発電規模(発電機出力)および年間の発電電力量に関しては，その後１０年以上に渡り運営される

マイクロ水力発電施設の事業性と大きく関係することから，安易に考えず，水力発電実務の専門家
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に意見を求める等，慎重に算出することが肝要である。 
 
なお，本検討では，発電機の運転時間を一般的に用いられている，年間で１1 ヶ月稼働（１ヶ月停

止）した場合で算定する。計算式は以下のとおりである。  
 
※ 発電機年間運転時間 ＝ 8760時間 × （11／12）ヶ月 ＝ 8030時間 
 
 

 工事費，および事業費の概算額推定  

 
概算工事費を算定するに当たり，検討しなければならない項目を次に挙げる。 
［機器費用］ 水車 

発電機 
制御装置(監視装置) 
系統連系装置（必要に応じて） 

［工事費］ 土木工事費 
電気工事費 
機器据付費 
送電線費（必要に応じて） 

 
次に概算事業費を算定するに当たり，考慮しなければならない項目を次に挙げる。 
［直接経費］ 人件費 ： 運営・管理者等 

委託費 ： 電気主任技術者手配（必要に応じて）等 
修繕費 ： 消耗品交換等 
修繕積立費 ： 大規模修繕に対する積立金 
その他 ： 水利使用料他 

［間接経費］ 諸経費 
［資本費］ 減価償却費 ： 定額法と定率法がある 

 水車発電機の耐用年数は一般で２０年 
支払利息 ： 標準的な利率で 2%程度 
固定資産税 ： 標準税率は 14% 

 
これら費用について，それぞれ同様事業の実施者から聞き取ることで推定したり，製造業者から見積

もりを取ったりして，概算額を決定する。この段階では余り精度を追い求めることはせず，事業予算を

策定する事前段階での概算額を掴む程度にとどめることも選択肢の一つである。 
なお，民間事業者がマイクロ水力発電施設の所有者になると，資本費における固定資産税（およ

び黒字事業の場合は事業税）の影響は大きくなるため，注意が必要である。本報告では，水管理者

が事業推進を検討することを主としていること，および資本費の算出は個別事情に大きく左右される

ことから，以降の検討では資本費については計上しないこととする。 
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２. 検討地点に対する評価手法 
 
前項「１．モデルの概略検討手法」にて挙げた「５つの確認項目」を明確にすることにより，当該マ

イクロ水力発電施設検討地点に対する評価を判断する。 
 

【 評価の確認項目 】 

A) 経済性 （単年度収支，投資回収年） 
B) 二酸化炭素削減量 （系統電源との対比量） 
C) 環境学習等に対する機会提供頻度 
D) 観光等地域振興に対する影響 
E) その他 

 
これら確認項目は，全てを同列に並べて判断するものではなく，導入目的に応じて評価すること

が最も大切である。 
 
 

 経済性（単年度収支，投資回収年）  

 
単年度収支は，発電所建設後の各年度の収支のことであり，発電所の毎年の収入額（売電による

売上額，または電気料金の節約額）と，支出額（発電所の運営管理の経費）から得られる。 
※ 単年度収支 ＝ 収入額 － 支出額 

 
本検討では，わかりやすくするために減価償却費を使わず，単年度収支と投資回収年で算定す

る。 また，今回は固定資産税については省略し，支払利息についても借入をするかわからないの

で省略する。 
この単年度収支が赤字であれば，運転すればするほど損失額が増加することになり，黒字であれ

ば運転により初期投資額(建設事業費)を回収する見込みが立つこととなる。「投資回収年」とは，こ
の単年度収支の累計額が，初期投資額(建設事業費)を上回るのに要する年数のことを表しており，
単年度収支の額が大きければ大きいほど，回収年は短くなり，発電所設備の経済性は高いと評価さ

れる。 
 
 

 二酸化炭素削減量（系統電源との対比量）  

 
マイクロに限らず水力発電施設は再生可能エネルギーであり，発電に際し二酸化炭素の排出が

無いのが特徴である。 この二酸化炭素の排出量の削減効果は，下式により算出される。 
※ 二酸化炭素削減量 ＝ 発電電力量 × 電力量あたりの二酸化炭素排出係数 

 
「電力量あたりの二酸化炭素排出係数」とは，系統電源を 1[kWh]利用するのにあたりどれだけの二
酸化炭素を排出しているかを示す数値であり，経済産業省・環境省令第 3号(平成 18年)にて定め
た排出係数値は 561[ｇ-CO2/kWh]（平成 21年度版）となる。また各電力会社も同様に二酸化炭素
排出係数を公表しており，平成22年度における東北電力株式会社のそれは429[ｇ-CO2/kWh]とな
っている。 
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 発電した電力を全量自家消費した場合は，上式より算出した削減量を「削減した」と表せるが，電

力会社に売電する場合，その多くは二酸化炭素削減分（環境価値分）も含めて売ることが多く，この

場合は「削減に貢献している」形となるため，注意が必要である。なお本調査では売電・自家消費の

どちらについても，「削減効果」として評価している。 
 

 
 環境学習等に対する機会提供頻度  

 
マイクロ水力発電の導入目的として，「地域や児童に対する環境学習の場として利活用」すること

が挙げられる。CO2の排出量削減と同様に地域の環境保全への貢献としてプラスに考えられること
から，立地条件や発電設備の独自性等を総合的に勘案して，そのような機会の提供が見込まれる場

合等が高い評価となる。 
 
 

 観光等地域振興に対する影響  

 
マイクロ水力発電は，近年注目されはじめていることから観光につながる可能性があることから，地

域振興への影響度について評価をしている。  「環境学等に対する機会頻度」が主に地域住民に
対する影響度だとすると，本項目は他地域から当該地点に人を呼び込む事項に対するものである。

立地の便利さや施設としての対応許容度，他事例の模範となって見学者が見込まれる場合等が高

い評価となる。 
 
 

 その他  

 
上記４つ以外で特記すべき事項がある場合は，その影響度や効果について評価している。 

 
 

- 5 - 



３. 検討の前提条件，電力の使途等 
 
以上の事柄に鑑み，以降 7つの候補地点それぞれに対して，導入モデルの検討を実施する。検
討に際しての前提条件を次に挙げる。 

【 検討の前提条件 】 

 検討事項を含む全ての項目は，2011年 12月末時点におけるものを採用・利用す
る。それ以降の変化・変更に対しては関知しない。 

 [ Step2 検討結果]における使用水量及び落差は測定結果によるものではなく，
推薦者から提供のあった数値を使用した。 
それ故，この数値が変更になった場合，[ Step3 想定値]の結果も変更となる。 

 
 売電による収入額の算出は，固定買取制度にて想定されている買取値
（15or20[円/kWh]）２種を利用する。 

 補助金については，現時点で国の H24年度予算に計上されている事業の適用を
前提に算入した。ただし，補助金が適用できるかどうかは未定。 

 
 工事費用は積算結果によるものではなく，類似例等から 5百万円単位レベルでの
想定額とする。 

 また，今後の技術革新による建設費の低減が期待できることから 25%ダウンしたパ
ターンを参考として試算した。 

 事業費における資本費（借入金利息等）は考慮しない。 
 建設単価は，建設費（補助後）を想定最大発電出力で除したもの，とした。 
 発電原価は，建設費（補助金適用後）に機器耐用年数期間(20年)の維持管理費
を加えたものを，同期間の総想定発電電力量で除したもの，とした。 

 
 本検討による概算値は，傾向を見るための参考値とする。 
 導入に際する課題点は，言及するに留める。 

 
 
 

 電力の使途  

 
マイクロ水力発電施設における発生電力の使途については， 

 全量自家消費 
 自家消費，余剰売電 
 全量売電 

が考えられる。このうち自家消費に関しては，発電電力（供給）が使途(需要)を上回る場合には「発
電電力量（供給）を抑えて（需給バランスを取って）運転」するか，「余剰電力を売電」するかを選択す

ることになり，発電電力（供給）が使途(需要)を下回る場合には「系統連系し，全量を自家消費」する
形となる等，様々な形態が考慮される。導入モデルの検討においては，電力消費施設が想定される

ものは全量自家消費，想定されないものについては全量売電の２パターンを設定した。 
全量売電に関しては，2012年7月施行を目指し検討されている固定買取制度の動向を確かめつ

つ，検討を考慮する必要がある。 
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第２節 導入モデル検討 

 
次にマイクロ水力発電施設の導入検討を行う際に，参考となる導入モデルの検討を表す。 

 
 種別 地点名 導入形態 
１ 農業用水 胎内市 

旧養老発電所 
旧発電所設備を利用し，導入 

２ 農業用水 十日町市 

鐙島地域流末排水路 
既存揚水機場を利用し，導入 

３ 農業用水 妙高市 

小原 
水路落差工に，直接水車を設置 

４ 農業用水 糸魚川市 
中川原用水 

水路落差工に，直接水車を設置 

５ 上水道 柏崎市 
赤坂山浄水場（谷根系） 

河川（谷根ダム）から取水し，浄水場手前で減

圧している水道原水を利用 
６ ダム 
放流水 

佐渡市 
大野川ダム 

ダム放流水を利用 

７ 河川 上越市 
儀明川 

河川に，直接水車を設置 
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旧養老発電所地点  胎内市羽黒字川原地内 

 
[ 地点状況 ] 

当該地点 灌漑期 
左側が旧養老発電所施設跡地 

同地点 非灌漑期 
（上流工事のため減水中） 

落差工上流の状況 下流状況 
 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 昭和 59年に設置された旧養老発電所跡地（平成 19年廃止）。 
発電所廃止後も，同一地点は農業用水路として通年通水しており，構築物

は残存。その落差工に潜む水力エネルギーの活用を検討。発電所分とし

ての取水権利は失われており，灌漑期と非灌漑期で通水量に差があるた

め，農業用水の範囲内での利用とする。 
 

検討の方向性 実現には，①旧養老発電所跡配管を利活用する方式と②落差工設置型水

車を適用する方式の２通りが考えられる。 
今回は，図面等を用いず現地調査データからモデル検討を行うことから，

②方式とする。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 3.0[m3/s] 
灌漑期水量：3.5m3/s（4/28-9/10），非灌漑期水量：0.45m3/sの地点。 
本検討では最も経済性の高い灌漑期のみの運転とするため，灌漑期水

量を本水量とする。 
 

落差 2.5[m] 
落差工における物理的高低差は約 2.5[m]であるが，適用水車の構造か
ら，有効落差 2.2[m]とする。 
 

水車形式 チロリアン・クロスフロー水車 
農業用水開水路にて数度の実証試験を行いつつ開発・改良が進められ

ており，塵芥及び保守対策が向上されている第三世代型を適用する。 
 

導水方法 
(水路ルート) 

導水路一体式で，開水路に直接設置する水車を適用するため，水路ルー

トの変更は無い。 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 35[kW] 
９．８＊３．０＊２．２＊０．５５ 
（適用水車をプロペラ水車に変更した場合，総合効率が向上し 45[kW]
となる見込み） 
 

発電電力量 94[MWh] 
３５＊８０３０[h]＊０．９（塵芥による出力減見込率）＊（１３６／３６５[日]） 
本検討では最も経済性の高い灌漑期のみの運転とするため，運転期間

は灌漑期通水期間（4月 28日～9月 10日：136日間）とする 
（プロペラ水車適用の場合，121[MWh]となる見込み） 
 

電力の使途 固定買取制度における全量売電を基本とし，数百m先にある土地改良区
での全量自家消費も比較対象として検討。 
 

 
設備実現のイメージ図 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約 20百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
（プロペラ水車適用の場合，約 60百万円） 
 

事業費 年収入額：  
固定買取制度下 1,880千円／年  （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

800千円 
（電気主任技術者委託費470千円，修繕費100千円，修繕積立費100
千円，他 130千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3

電力の使途 自家消費

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 12 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 94,000

Ａ 建設費 [千円] 20,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 800

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 470

（２）修繕費 [千円] 100

（３）修繕積立費 [千円] 100

（４）その他 [千円] 130

Ｄ 年収入額 [千円／年] 1,128 1,410 1,880 1,410 1,880

（１）自家消費 [千円] 1,128

（２）売電料金 [千円] 1,410 1,880 1,410 1,880

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 328 610 1,080 610 1,080

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 31

[年] 補助金無 61 33 19 25 14

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 52.7

Ｈ 建設単価 [千円/kW] 572

Ｉ 発電原価 [円/kWh] 13.9

ケ
ー

ス

800

470

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

800

売電
(固定買取制度)

94,000

100

130

100

130

100100

94,000

15,000

470

20,000

19.2 16.5

52.7 52.7

572 429

 

※自家消費削減相当額は，標準的な電気料金の削減額を想定した。 
※自家消費における発電原価は，補助金適用後の建設費にて算定した。 
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評価 ［経済性］ 
単年度収支はいずれも黒字化するが，投資回収の目処が立つのは固

定買取制度下での全量売電方式となる。 
なお，建設工事費に対する補助金を利用できる環境になれば，補助率

によっては自家消費方式でも経済性を確保できる可能性あり。 
 
［二酸化炭素低減効果］ 

52.7[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
水車に「見える化」機能はなく，通水時は水車の上を越流して水車も見

えなくなるため，機会提供には工夫が必要 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
近隣に公共の観光施設等が存在するため，影響を及ぼす可能性は残

る 
 

［その他］ 
特になし 

 
課題点 ・ 本検討では非灌漑期における発電運転を停止する方式としているが，

6 ヶ月間に及ぶ停止による設備への影響度は十分な精査・検討が必
要。 
また，運転方法（停止処理，運転再開処理），保守方法についても検

討が必須。 
・ 農業用水を利用した発電となるため，従属発電の水利権許可が必要。

・ 旧養老発電所時代は，塵芥処理に非常に苦労した経緯があることか

ら，塵芥対策には十分な検討と実施が求められる。 
・ 発電使用水量が電気事業法による緩和措置以上となるため，電気主

任技術者およびダム水路主任技術者の設置が義務づけられる。 
・ 非灌漑期の水利権を追加で取得することが可能になれば，更なる経済

性の向上が見込まれる。 
 

まとめ 固定買取制度下では単年度収支は黒字化となる。 
現状想定される建設費のままでは建設工事費の回収は長期化するため，

費用低減が求められる。 
 

 
 

 - 12 -



鐙島地域流末排水路地点  十日町市北鐙坂，高島地内 

 
[ 地点状況 ] 

中央配管を流用 揚水機場外観 

光円川 光円川への水路合流部分 
 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 ほくほく線薬師峠トンネル湧水を利用する鐙坂(あぶさか)第３揚水機場の
送水配管を逆利用し，高位にある鐙島地域流末排水路の水を取水・利用

して発電する構想。 
 

検討の方向性 ・ 光円（こうえん）川関連に取水設備を新設し，それ以外は建屋も含め全

ての設備を流用する。（排水は，現状の思（おもい）川への排水設備を

流用） 
・ 非灌漑期の水利権を持たないため，通年運転を目指し，新規取得す

る。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 灌漑期 0.3[m3/s] 
非灌漑期では，流雪溝排水を集め導水することで 0.3[m3/s]を確保する
ことが可能。 
即ち，灌漑期・非灌漑期で別々の集水設備を利活用する。 

落差 36[m] 
地図上から算出した高低差は約４５[m]。 
小口径配管で，かつ長い距離を通すことから，20%損失を見込み有効
落差を算出 

水車形式 クロスフロー水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有り，比較的安価 
 

導水方法 
(水路ルート) 

灌漑期用には取水枡，非灌漑期用には導水路を上流に設置。下流は，既

設放水庭を流用。 
 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 74[kW] 
９．８＊０．３＊３６＊０．７ 
 

発電電力量 534[MWh] 
７４＊８０３０[h]＊０．９（出力減見込率） 
塵芥や流雪の影響により，10%の停止を見込む 
 

電力の使途 電力量が見込めることから全量売電を推奨 
（近隣に需要施設は無く，自家消費の可能性は無い） 
 

 
 

設備実現のイメージ図 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約６０百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
取水設備の実現方法の精査により工事費は大きく変動 
 

事業費 年収入額：  
固定買取制度下 10,680千円／年  （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

1,700千円 
（修繕費 1,000千円，修繕積立費 500千円，他 200千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3

電力の使途

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh]

Ａ 建設費 [千円]

Ｂ 補助金設定率 [％]

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年]

（１）電気主任技術者委託費 [千円]

（２）修繕費 [千円]

（３）修繕積立費 [千円]

（４）その他 [千円]

Ｄ 年収入額 [千円／年] 8,010 10,680 8,010 10,680

（１）自家消費 [千円]

（２）売電料金 [千円] 8,010 10,680 8,010 10,680

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 6,310 8,980 6,310 8,980

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 10 7 8 6

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年]

Ｈ 建設単価 [千円/kW]

Ｉ 発電原価 [円/kWh]

1,0001,000

534,000

45,000

0

60,000

売電
(固定買取制度)

200

811 609

500

200

500

299.5 299.5

534,000

8.9 7.4

ケ
ー

ス

1,700

0

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

1,700

 

※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合でも，単年度収支・投資回収年とも良好。 
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評価 ［経済性］ 
固定買取制度では，経済性確保が可能 
特に単価 20円／kWhならば，工事費の多少の増加にも対応可能 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

299.5[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
水車に「見える化」機能はなく，中小水力と同等構造のため，機会提供

には工夫が必要 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
設備が露出する形ではないため，影響度は低い 

 
［その他］ 
既存設備の利活用という観点では，非常に注目される事例 

 
課題点 ・ 非灌漑期における取水方法の確立と，水利権問題の解決が必須 

流雪溝排水を利用する場合には，流雪の影響を図る必要 
・ 豪雪地帯であり，冬場の揚水機場周辺は除雪対象地域ではないた

め，発電所予定地点へのアクセスは困難 
・ 既存設備の耐用年数等の調査・確認が必要 
 

まとめ 固定買取制度（単価 20円/kWh）において，投資回収年数は 7年となり，
買取期間（15年）内であることから，収益を目的とした事業化が見込まれ
る。 
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小原地点  妙高市大字小原新田地内 

妙高市の候補地点は，当初「小原」であったが，現地調査において当初地点の上流域にあたる当

地点を見いだしたので，こちらで検討することとした。 
 
[ 地点状況 ] 

当該地点 
右手奥は妙高ふれあいパーク 

当該地点から下流を望む 

当該地点上流にある落差工 
（画面奥はふれあいパーク） 

 
参考：更なる下流地点の落差工郡 

（提出資料より抜粋） 
 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 妙高ふれあいパークの近傍にて，20cm程の落差を 5段ほど階段状にもつ
地点。一つ一つの落差の持つ水力エネルギーは微量だが，複数段を組み

合わせることで一定量が見込める地点。 
また，当該地点の上流及び下流にも，マイクロ水力発電に有望な落差工が

存在する。 
 

検討の方向性 流量が少ないことから，低流量低落差対応型水車の適用を考える。 
落差を確保するため複数の落差を組み合わせることとし，側壁をかさ上げ

した後，簡易堰を水路内に設ける。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.31[m3/s] 
水深は 10cmほどと浅く，水路幅も広い。 
灌漑期の水量増も，現地水路状況からは心配ない模様 

落差 0.9[m] 
水路壁のかさ上げ高の余地，及び各段差の状況から，0.9m高の簡易堰
を設置し，落差を形成。 

水車形式 滝用水車 
低流量低落差水車のうち，多くの稼働実績がある信州大学池田教授設

計の滝用水車を適用する。 
なお，滝用水車となることで，有効落差は水車中心軸高分までをマイナ

スするため，0.5[m]となる 
導水方法 
(水路ルート) 

水路壁をかさ上げし，水面上昇対策を施した後，簡易堰を設け，そこより滝

用水車への導水ダクトを利用する。 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 0.44[kW] 
９．８＊０．３０＊０．５＊０．３ 
 

発電電力量 3.1[MWh] 
０．４４＊８０３０[h]＊０．９（出力減見込率） 
 

電力の使途 固定買取制度下で売却しても，年間での収入は数万円であり，売電に必

要となる設備代にもならない。 
そのため，近隣公共施設（妙高ふれあいパーク）や外灯等での自家消費利

用を推奨する。 
 

 
設備実現のイメージ図 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約５百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
なお売電想定時は，必要設備代 2百万円が増額される 
 

事業費 年収入額： 
なし 
もし固定買取制度にて売電すると 62千円／年 （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

10千円 
（極小規模発電であり，日常保守のみに限定した対応とする。 
そのため，支出額としては修繕費他 10千円のみと想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3

電力の使途 自家消費

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 12 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 3,100

Ａ 建設費 [千円] 5,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 10

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0

（２）修繕費 [千円] 10

（３）修繕積立費 [千円] 0

（４）その他 [千円] 0

Ｄ 年収入額 [千円／年] 37 46 62 46 62

（１）自家消費 [千円] 37

（２）売電料金 [千円] 46 62 46 62

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 27 36 52 36 52

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 93

[年] 補助金無 186 195 135 146 101

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 1.7

Ｈ 建設単価 [千円/kW] 11,364

Ｉ 発電原価 [円/kWh] 43.6

1.7 1.7

0

0

0

0

ケ
ー

ス

10

0

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

10

7,000

売電
(固定買取制度)

116.2 88.0

3,100

1010

3,100

5,250

0

15,910 11,932

 

※売電の場合は，必要となる設備代を建設費に含めた。 
※自家消費における発電原価は，補助金適用後の建設費にて算定した。 
 

 - 19 -



 

評価 ［経済性］ 
売電を目的としないため，経済性については追求できない。 
建設工事費の捻出には，補助金等様々な可能性を探る必要あり。 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

1.7[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
近隣に公共施設（妙高ふれあいパーク）があり，環境学習等への機会

提供度は大きく期待できる。 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
滝用水車は，見える化機能をもち，人の目に分かり易い水力発電設備

となるため，好影響が想定される。 
 

［その他］ 
特になし 

 
課題点 ・ 非灌漑期の水量が低いため，通年運転を目指すためには低流量低落

差対応の水車を適用する必要があるが，この領域は実証試験レベル

の機器が多いため選定には注意が必要である。 
・ 周辺は雑草が多く，水路への塵芥となって水車に悪影響を与える可能

性が高い。 
・ 自家消費で発電電力を利用する場合，発電機の出力以下でのみ利用

可能であり，出力以上の需要が出た場合は，給電停止となる。 
・ 設備の耐用年数は，やや少ないと想定される。 
・ 保守については，極力，地元業者の協力を求めるものとして，コスト低

減を目指すことが必要である。 
・ 農業用水利用のため，従属発電の水利権取得が必要である。 
 

まとめ 恒久的な自家消費が見込めた場合，収入がたつが，それ以外の場合で

は収入とならないため，単年度収支は赤字となる。 
建設工事費の捻出を含め，導入目的を明確化して，プロジェクトを推進さ

せる必要がある。 
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中川原用水地点  糸魚川市大字北山地内 

糸魚川市の候補地点は，当初別地点であったが，現地調査においてより有望な地点として，当初

地点の上流にあたる当地点を見いだしたので，こちらで検討することとした。 
 
[ 地点状況 ] 

東側(上流側)落差工 
（橋奥が急流工） 

西側(下流側)落差工 

道路を挟んで，手前が上流側， 
画面奥が下流側 

下流を望む 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 県道 270号をはさみ，東側(上流)と西側(下流)に２つの落差工が存在する
地点。両落差工の中間部には他水路からの合流有り。 
冬期には，流雪溝の役割も担う。 

検討の方向性 構造上，２つの落差工を組み合わせて落差を合成することは困難であるた

め，落差および設置スペースの問題から，西(下流)側落差高を選択。 
チロリアン・クロスフロー水車の適用を検討する。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.3[m3/s] 
年間を通じてこれ以上が確保できる水量 
（現地調査時は，上流での工事にて水量は減じていた。） 

落差 2.3[m] 
落差高の物理高は 2.5mほど。 
堰を設けて落差を稼ぐ方法は，流雪対応上不可。 

水車形式 チロリアン・クロスフロー水車 
塵芥及び保守対策を講じた第三世代を適用することにより，保守費の低

減を図る 
 

導水方法 
(水路ルート) 

導水路一体型となる，開水路への直接設置型となる水車を選定したため，

水路ルートの変更はなし。 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 ２．４[kW] 
９．８＊０．２＊２．３＊０．５５ 
適用水車により使用水量は 2/3の 0.2m3/sへ変更 
 

発電電力量 17.3[MWh] 
２．４＊８０３０[h]＊０．９（塵芥による出力減見込率） 
 

電力の使途 焼山温泉周辺地点ではあるが，やや距離があり，自家消費には不向き。 
系統連系して全量を固定買取制度にて売電する方式とする。 
 

 
 

設備実現のイメージ図 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約 15百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
 

事業費 年収入額：  
固定買取制度下 346千円／年  （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

10千円 
（発電電力量が少ないことから，日常保守のみの対応とする。 
そのため，支出額は修繕費他 10千円のみと想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3

電力の使途

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh]

Ａ 建設費 [千円]

Ｂ 補助金設定率 [％]

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年]

（１）電気主任技術者委託費 [千円]

（２）修繕費 [千円]

（３）修繕積立費 [千円]

（４）その他 [千円]

Ｄ 年収入額 [千円／年] 259 346 259 346

（１）自家消費 [千円]

（２）売電料金 [千円] 259 346 259 346

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 249 336 249 336

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 61 45 46 34

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年]

Ｈ 建設単価 [千円/kW]

Ｉ 発電原価 [円/kWh]

1010

17,300

11,250

0

15,000

0

0

0

0

ケ
ー

ス

10

0

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

10

売電
(固定買取制度)

17,300

44.0 33.1

9.7 9.7

6,250 4,688
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評価 ［経済性］ 
固定買取制度（単価 20円/kWh）でのみ単年度収支は黒字化。 
他事例では赤字となるため，経済性以外での導入目的明確化が必要 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

9.7[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
水車に「見える化」機能はなく，通水時は水車の上を越流して水車も見

えなくなるため，機会提供には工夫が必要 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
焼山温泉や笹倉温泉が県道沿い奥にあるため，これらと協業することで

地域振興等の可能性が考えられる。 
 

［その他］ 
特になし 

 
課題点 ・ 県道脇であり，当該地点へのアクセスは非常に良いが，住宅地も近い

ため発電設備における防音対策が必要。 
・ 東側（上流）地点を活用する場合，更に上流の急流工まで計画に組み

込むことで落差を拡大し，発電機出力を向上させる案も検討可能。 
・ 冬期は流雪溝の役割も果たすため，設置設備には流雪対策が必須 
・ 農業用水利用のため，従属発電の水利権取得が必要である。 
 

まとめ 単年度収支は固定買取制度下（単価 20円/kWh）にて黒字化されるが，
初期投資費用の回収にまで回らないため，経済性以外の導入目的の確

率が必要となる。 
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赤坂山浄水場地点  柏崎市新赤坂地内 

 
[ 地点状況 ] 

当該地点 
シャッター奥が弁室 

弁室上部を望む 

弁室内 弁室上部 
 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 谷根ダムにて取水し，谷根系導水路を経て，赤坂山浄水場へと流入してい

る水道原水の利用。流入先により５拡谷根（上記写真地点）と６拡谷根に分

かれている。両地点とも受入地点に流量調整弁が存在し，当該地点に水

力エネルギーが埋もれている。 

検討の方向性 流量調整弁にバイパスする形で水車発電機を設置する方式を採用。 
５拡谷根地点と６拡谷根地点それぞれは，共に同様な弁室環境であるた

め，５拡谷根を代表例としてモデル検討する。 
弁室内に十分な空間がないため，弁室を拡張したうえで設備を設置する。

取水・放水設備は既設配管を流用し，コスト削減を実現。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.085[m3/s] 
提出資料の値（分岐後平均）による 
運用により，日量 8,000～15,000m3/日と変更。 
処理能力上は日量 29,500m3/日（0.34m3/s）まで可能 
 

落差 上下水面高低差 25.8[m]より 
有効落差 22[m] （配管損失 15%想定） 

 

水車形式 クロスフロー水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有 
流量調整機能も保有しており，比較的安価 
 

導水方法 
(水路ルート) 

既設水路を利用し，流量調整弁位置にバイパスする形で水車発電機を後

付けする方式 （水車から着水井への放水管は新設） 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 12[kW] 
９．８＊０．０８５＊２２＊０．７ 
（流入量を調整し，12,000m3/日(0.138m3/s)運用と仮定した場合 

20[kW] となる） 
 

発電電力量 96[MWh] 
１２＊８０３０[h] 
（流入量を調整し，12,000m3/日(0.138m3/s)運用と仮定した場合 

160[MWh] となる） 
 

電力の使途 建設補助を受けて全量自家消費も可能であるが，経済性を確保するため

全量を固定買取制度にて売電する方式を推奨 

 
設備実現のイメージ図 

 

 

クロスフロー水車外観 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約５５百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
 

事業費 年収入額：  
固定買取制度下 1,920千円／年  （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 
（0.138m3/s運用時： 3,200千円／年） 

 
年支出額：  

500千円 
（修繕費 150千円，修繕積立費 200千円，他 150千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3

電力の使途 自家消費

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 11 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 96,000

Ａ 建設費 [千円] 55,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 500

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0

（２）修繕費 [千円] 150

（３）修繕積立費 [千円] 200

（４）その他 [千円] 150

Ｄ 年収入額 [千円／年] 1,056 1,440 1,920 1,440 1,920

（１）自家消費 [千円] 1,056

（２）売電料金 [千円] 1,440 1,920 1,440 1,920

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 556 940 1,420 940 1,420

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 50

[年] 補助金無 99 59 39 44 30

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 53.8

Ｈ 建設単価 [千円/kW] 4,584

Ｉ 発電原価 [円/kWh] 19.6

ケ
ー

ス

500

0

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

500

売電
(固定買取制度)

96,000

200

150

200

150

150150

96,000

41,250

0

55,000

33.9 26.7

53.8 53.8

4,584 3,438

 

※自家消費削減相当額は，標準的な電気料金の削減額を想定した。 
※自家消費における発電原価は，補助金適用後の建設費にて算定した。 
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評価 ［経済性］ 
固定買取制度下において単年度収支は黒字化されるが，投資回収年

は設備耐用年数を上回る結果 
弁室の拡張工程を検討し，建設費を削減できれば向上の見込み有り 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

53.8[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
浄水場見学に合わせた形で実施することが可能で有り，提供頻度はあ

る程度見込める 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
影響度は低い 
 

［その他］ 
特になし 

 
課題点 ・ 現行水運用のままでは，水車に導水される水量が少なく，経済性の確

保が難しい （水運用の適切な把握と，対応が必要） 
・ 水道原水利用のため，従属発電の水利権取得が必要 
・ 中越地震(H16年)および中越沖地震(H19年)の罹災により，埋設配管
の耐圧強度は不明な点があり，水力発電設備の停止による逆圧に関し

ては十分な配慮が必要 
・ ６拡谷根地点は弁室が道路下にあるため，空間拡張が必須となる 
 

まとめ 単年度収支は，固定買取制度下で黒字化されるが，初期投資費用の回

収には設備耐用年数を上回ることから，経済性以外の導入目的が必要と

なる 
なお，同浄水場には赤岩ダムから導水する赤岩系が存在し，こちらは

100[m]を越す高低差があることから，より大きい発電設備が想定される。 
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大野川ダム地点  佐渡市新穂大野地内 

 
[ 地点状況 ] 

ダム左岸からみた放水設備 ダム正面より放流弁室を望む 

放流口部分 放流弁室内 
 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 多目的ダムである大野川ダムの放流設備に着目。（平成 17年度に，ハイド
ロバレー計画開発促進調査が実施されている。） 
貯水位は一年を通じて、ほぼ一定になるよう制御されており，ダムへの流入

量と放流量がほぼ同一である。 

検討の方向性 既設放流管をバイパスする形で水車を設置し，放水庭へと導く形式とする。

放流弁室に十分なスペースが存在するが，配管の大部分がコンクリートに

埋設されていることから，バイパス配管の取り回しには精査が必要となる。 
本検討では，放流弁室内に発電設備が設置できると仮定。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.25[m3/s] 
平成 22年流量データにおける 275日平均値 0.18m3/sが，最大使用水
量の 70%程度となるようにした場合の値を選択 
（参考：185日平均値 0.28m3/s） 
 

落差 25[m] 
貯水位平均 141m-放水位 116m＝25m 
有効落差は配管損失 10%を見込み，22.5m と設定 
 

水車形式 クロスフロー水車 
多くのマイクロ(小)水力発電施設に採用実績が有り，安価でありながら流
量調整機能を保有するもの 
 

導水方法 
(水路ルート) 

既設放流管設備を流用。 
ただし，水車へ流入する塵芥を減らす対策は別途施す 
 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 38[kW] 
９．８＊０．２５＊２２．５＊０．７ 
 

発電電力量 231[MWh] 
３８＊８０３０[h]＊０．８（出力減見込率）＊０．９５（塵芥対応） 
 

電力の使途 ダム管理棟に需要はあるが，電力量が見込めることから全量売電を推奨 
（自家消費無しと判断） 
 

 
 

設備実現のイメージ図 

 

 

クロスフロー水車外観 

 
 

 - 30 -



［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約５０百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
 

事業費 年収入額：  
固定買取制度下 4,620千円／年  （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

970千円 
（電気主任技術者委託費470千円，修繕費150千円，修繕積立費200
千円，他 150千円と想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

2 3

電力の使途

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh]

Ａ 建設費 [千円]

Ｂ 補助金設定率 [％]

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年]

（１）電気主任技術者委託費 [千円]

（２）修繕費 [千円]

（３）修繕積立費 [千円]

（４）その他 [千円]

Ｄ 年収入額 [千円／年] 3,465 4,620 3,465 4,620

（１）自家消費 [千円]

（２）売電料金 [千円] 3,465 4,620 3,465 4,620

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 2,495 3,650 2,495 3,650

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有

[年] 補助金無 21 14 16 11

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年]

Ｈ 建設単価 [千円/kW]

Ｉ 発電原価 [円/kWh]

ケ
ー

ス

970

470

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

970

売電
(固定買取制度)

231,000

200

150

200

150

150150

231,000

37,500

470

50,000

15.1 12.4

129.5 129.5

1,316 987

 

※年支出額に資本費が含まれる民間事業者の場合は，別途精査が必要。 
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評価 ［経済性］ 
固定買取制度下では経済性確保が可能 
特に単価 20円/kWhならば，工事費の多少の増額も可能 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

129.5[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
ダム見学に合わせた形で実施することが可能 

 
［観光等地域振興に対する影響］ 
設備が露出する形ではないため，影響度は低い 
 

［その他］ 
特になし 

 
課題点 ・ ダムの放流水流量および貯水位の正確なデータが存在していることか

ら，これらを用いることで，より正確な発電電力量の算出が可能 
・ ダムの放流水であるが，従属発電の水利権取得が必要となる 
・ 東北電力の系統への売電となるため，事前に十分な協議が必要とな

る。(島内送電網制御性への影響確認のため) 
・ 放流弁室内に発電設備が設置可能か否かの精査が必須 
 

まとめ 固定買取制度（単価 20円/kWh）であれば，単年度収支及び投資回収年
とも，事業推進に足る数字となる 
ただし，工事費については精査が必要であり，特に弁室内設置の可否が

大きく工事費の増減に影響する 
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儀明川地点  上越市仲町，本町地内 

 
[ 地点状況 ] 

当該地点 下流状況 

上流状況 上流での合流管 
 

 
［ Step 1 概要 ］ 

地点の特徴 上越市市街地を流れる一級河川儀明川へ，水車を直接設置する水車を使

った発電を検討。 
市街地であり，河川両岸は護岸形成されており，水面位置は流量により大

きく変化する。 
 

検討の方向性 本計画を推進するＮＰＯ団体が推す河川直接設置型水車（下掛け水車）に

て検討する。 
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［ Step 2 検討結果 ］ 

使用水量 0.75[m3/s] 
河川全体の流量は 4.5m3/sであるが，全てを使った発電は技術的に不
可能であるため，河川幅 1/6相当の取水（4.5/6=0.75）とした 
なお，本河川は上流で県企業局所管のダム式発電所の放流水を受け入

れている 
 

落差 0.2[m] 
河川には落差が存在せず，水力エネルギーを内在していない 
そのため，下掛け水車を河川に直接設置し，水車抵抗により発生する落

差を 20cm 相当と想定して検討を進める 
 

水車形式 下掛け水車 
落差の無い河川への直接設置型水車として実績があるもの 
ただし，水量が増えた場合，水車が水面下へ埋没した場合は発電は不

可能となる 
（提案のあった水車も考えられるが、今回は実績のある下掛け水車とした）

 
導水方法 
(水路ルート) 

河川本川への設置であり，水車幅分での導水とする 

 
［ Step 3 想定値 ］ 

発電規模 0.36[kW] 
９．８＊０．７５＊０．２＊０．２５ 

発電電力量 2.3[MWh] 
０．３６＊８０３０[h]＊０．８（出力減見込率） 

電力の使途 発電電力量が絶対的に少なく，系統へ連系して売電しても，数万円の収入

に留まるため，売電に必要な設備代の回収もままならない。 
それゆえ，近隣での自家消費を推奨する。 
 

 
設備実現のイメージ図 
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［ Step 4 費用推定 ］ 

工事費 想定工事額： 約１５百万円 
水車他資機材代は，調達先・調達方法により差が大きい 
 

事業費 年収入額：  
なし 
もし固定買取制度にて売電すると 46千円／年 （20円/kWhの場合） 
（年収入額＝発電電力量×売電単価） 

 
年支出額：  

10千円 
（極小規模発電であり，日常保守のみに限定した対応とする。 
そのため，支出額としては修繕費他 10千円のみと想定 
ただし，運営管理の人件費は現人員内で対応することとし，支出額に

含めていない） 
 
 
［ Step 5 まとめ ］ 

数値で表される評価項目について，一覧にて表す。 
 

1 2 3

電力の使途 自家消費

売電価格 (自家消費相当額) [円／kWh] 12 15 20 15 20

年間予想発電量 [kWh] 2,300

Ａ 建設費 [千円] 15,000

Ｂ 補助金設定率 [％] 50

Ｃ 維持管理費（年支出額） [千円／年] 10

（１）電気主任技術者委託費 [千円] 0

（２）修繕費 [千円] 10

（３）修繕積立費 [千円] 0

（４）その他 [千円] 0

Ｄ 年収入額 [千円／年] 27 34 46 34 46

（１）自家消費 [千円] 27

（２）売電料金 [千円] 34 46 34 46

Ｅ 単年度収支　(D-C) [千円] 17 24 36 24 36

Ｆ 投資回収年　A(100-B)/100E 補助金有 442

[年] 補助金無 883 625 417 469 313

Ｇ 二酸化炭素低減効果 [t-CO2/年] 1.2

Ｈ 建設単価 [千円/kW] 41,667

Ｉ 発電原価 [円/kWh] 167.4

1010

2,300

11,250

0

15,000

0

0

0

0

ケ
ー

ス

10

0

－ －

参考

売電
(固定買取制度)

10

売電
(固定買取制度)

2,300

330.5 249.0

1.2 1.2

41,667 31,250

 

※自家消費における発電原価は，補助金適用後の建設費にて算定した。 
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評価 ［経済性］ 
単年度収支も赤字であり，経済性確保は困難 

 
［二酸化炭素低減効果］ 

1.2[t-CO2／年]（排出係数は 561[g-CO2／年]を使用） 
 
［環境学習等に対する機会提供頻度］ 
市街地であり，住宅も多いため，環境学習等に対する機会提供頻度は

非常に高い 
 
［観光等地域振興に対する影響］ 
ＪＲ高田駅の近くであり，地元の商店街と協業することで，高い地域振興

効果が期待される 
 

［その他］ 
当該地点は，機会提供頻度や地域振興への影響等が大きく見込める

地点であるため，これらの評価を活かすことが必要 
 

課題点 ・ 河川区域への設置となるため，河川法上の許可手続きが必要となる 
このため十分な時間と対応力が必要となるので注意が必要である 

・ 流量の変化により，河川水面が上下するため，下掛け水車の設置位置

には十分な精査が必要である 
設置位置が低いと高流量時に運転できず，設置位置が高いと低流量

時に運転できないこととなる 
・ 水車設置により，設置位置の上流は水面が上昇することになる。そのた

め溢水対策や本川へ流れ込んでいる排水溝（合流管）への逆流対策

等の精査が必要となる 
・ 市街地であり，住宅も多いため，発電設備における防音対策が必要 
 

まとめ 経済性の確保が困難な地点であることから，別途導入目的を確立する必

要がある。 
その目的を踏まえ，事業実施主体や設置水車の型式等を協議検討して

決定するプロセスを推奨する。 
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第３節 導入モデル地点からの考察 

 
検討一覧 

15円 20円 15円 20円

農業
用水

胎内市 旧養老発電所 35 94 52.7 - -
61
(31)

33 19 25 14

農業
用水

十日町市
鐙島地域
流末排水路

74 534 299.5 - - - 10 7 8 6

農業
用水

妙高市 小原 0.44 3.1 1.7 ○ ○
186
(93)

195 135 146 101

農業
用水

糸魚川市 中川原用水 2.4 17 9.7 - △ - 61 45 46 34

上水
道

柏崎市
赤坂山浄水場
（谷根系）

12 96 53.8 △ －
99
(50)

59 39 44 30

ダム
放流
水

佐渡市 大野川ダム 38 231 129.5 △ － - 21 14 16 11

河川 上越市 儀明川 0.36 2.3 1.2 ○ ○
883
(442)

625 417 469 313

種別 市町村 地点名
出力

[kW]

発電
電力
量
[MWh]

CO2
削減
効果
[t-
CO2
/年]

環境
学習
効果

地域
振興
への
影響

売電

投資回収年 　「（）表記は補助金制度適用後の値」

自家
消費

固定買取制度

現行建設費 将来参考建設費

 
※投資回収年の将来参考価格は建設費 25%ダウン想定時 

 
再生エネルギーの固定価格買取制度が平成 24年 7月 1日から施行される予定となっているが，
買取価格・期間については現在検討中のため，現時点では経済性を計る上での単年度収支が非常

に不明瞭な状況であるが，固定価格買取制度下，買取価格が 15[円/kWh]の場合では全モデルに
おいて単年度収支は黒字の結果となった。 

 
旧養老発電所，鐙島地域流末排水路，大野川ダムでは，固定買取価格 20[円/kWh]の場合で投
資回収年は概ね 20年以内であり，建設費 25%ダウンを想定した試算の場合では投資回収年はほ
ぼ 15年以内となり，経済性は一層向上している。 
小原，中川原用水，赤坂山浄水場，儀明川では，いずれの試算結果でも投資回収年数は 20年
以上であり，経済性を高める必要がある。経済性を高める手法としては，「街おこし」や「環境貢献

（CO2削減）」事業としてマイクロ水力発電に取り組むことで，それらの補助を受け建設費を削減する
ことや，産学連携，無償の役務提供など地域の協力を得ることが挙げられる。 経済性以外に地球環
境の保全に貢献することを主目的にするケースや，発電した電力を地域の魅力を高める資源として

考え，観光や街おこしに活用することを主目的にするケースもあり，一定の経済性の確保の下での

事業化の可能性がある。 
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